
スタートアップが拓く日本の創薬イノベーション

日本成長戦略会議創薬・先端医療WG
2026.4.6

牧兼充, Ph.D.

1

画像出典: https://www.dhbr.net/articles/-/6487

Special thanks to Joji Hayashida, Kazufumi Otsuki, 
Akitoshi Yoshida, and Maki-Zemi Community

• 本資料に記載された見解は、著者個人のものであり、所属組織の意見や方針を代弁するものではありません。



この会議における私の位置付け

• 「創薬に関するこれまでの検討経緯」すべての会議に一

貫して関わってきた唯一の構成員。

• 私は、イノベーション、スタートアップ・エコシステム、サイ

エンス・ビジネスの専門家であり、創薬・薬価・医療政策

などは専門ではない。

• その他、「産業構造審議会イノベーション小委員会」、「経

済産業省研究開発税制に関する研究会」、「経済産業省

/文部科学省 世界で競い成長する大学経営のあり方に

関する研究会」、「経団連Science to Startup Task 
Force」など、イノベーション政策全般に多面的に関与し

てきた。
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出典:創薬・先端医療ワーキンググループ配布資料より



提言1:
スタートアップを中核とした

産業構造の再編
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創薬における主要なモダリティの変化

• 創薬における新規モダリティ: 従来の低分子医薬品とは異なる新たな創薬技術や治療法
• 「核酸医薬」、「再生医療」、「遺伝子治療」、「細胞医療」、「抗体医薬」、「mRNA ワクチン・治療薬」、「抗体－薬物複合体
（ADC）」、「遺伝子編集技術」、「ウィルス製剤」など

• 新規モダリティの実用化により、創薬のターゲットが拡大し、これまで治療が難しかった疾患に対する新た
な治療法が生まれたà成長戦略の主要な領域

• 日本の製薬企業は、新規モダリティへの対応に遅れをとっている
• 製薬企業の低分子医薬への依存、R&D 投資規模の小ささ、リスク回避傾向、人材不足、人材の非流動性など

• 世界的に見ても、新規モダリティの増加は、スタートアップにおける研究開発の役割を相対的に増大させた。

• 創薬エコシステムを、「スタートアップと大企業の連合体」へ移行することなしに、日本の製薬産業が基幹産
業・成長産業になることはない。
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創薬エコシステムの定義

• エコシステム: 同一領域に生息する生物・植物が互いに依存
しながら生態系を維持する仕組み (生物のエコシステム)

• 産業集積としてのエコシステム: 相互依存と循環 / 各プレイ
ヤーの経済合理性が前提
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限定配布・再配布禁止 
(2025.1.4) 

 7 

成立するためには，各プレイヤーの経済合理性が大前提となる。エコシステムをシステム論1 
から分析する研究もある[25]。 2 

Scaringellaと Radziwonによるエコシステム研究のレビュー論文によると， エコシステム3 
には，ビジネス・エコシステム，イノベーション・エコシステム，アントレプレナー・エコ4 
システム，ナレッジ・エコシステムの４分類がある(表 1) [26]。この 4つは相互に排他的な5 
ものではなく，それぞれ異なる研究領域から発展してきたものである。ビジネス・エコシス6 
テムとは，「ビジネスにおける垂直統合・水平分業による企業の連合体」，もしくは「プラ7 
ットフォームにより接続される企業の連合体」を指す。イノベーション・エコシステムとは，8 
「顧客の新たなニーズを解決するためにコーディネートされた企業の連合体」を指す。アン9 
トレプレナー・エコシステムとは，「起業を促進するための，組織文化や，資本市場，オー10 
プンなマインドを持つ顧客などの要素の集合」を指す。ナレッジ・エコシステムとは，「あ11 
る地域における，大学や研究機関を中心とした，組織間の暗黙知のフローや，人材の流動性12 
による，イノベーションを創出する仕組み」を指す。この 4つのエコシステムの定義は，被13 
る部分もあれば，被らない部分もあり，研究者間のコミュニケーションにおいても，混乱が14 
生じることが少なくない。創薬エコシステムという用語は，この 4つの分類に全ての領域に15 
またがり，政策形成の議論においても，混乱を招く要因となっている。 16 
この 4 つのエコシステムの分類の中で創薬エコシステムと特に関係が深いのは，アント17 
レプレナー・エコシステムであるが，他の 3つのエコシステムの要素も取り入れていく必要18 
がある。先行研究では，アントレプレナー・エコシステムは，「起業家，投資家，教育機関，19 
政策，ネットワーク，文化などの要素が相互に作用する地域的な仕組み」と定義している20 
[27]。構成要素だけではなく，文化なども含めていることが特徴的である。アントレプレナ21 
ー・エコシステムは，国などを単位としたナショナル・イノベーション・システムと個別企22 
業の戦略の間の概念として，地域を単位とすることが多い[25] [26] [28]。 23 
 24 

表 1: エコシステムの 4分類 25 
分類 定義 

ビジネス・エコシステム ビジネスにおける垂直統合・水平分業による企業の連合体，プラッ

トフォームにより接続される企業の連合体 

イノベーション・エコシステム 顧客の新たなニーズを解決するためにコーディネートされた企業の

連合体 

アントレプレナー・エコシステム 起業を促進するための，組織文化や，資本市場，オープンなマインド

を持つ顧客などの要素の集合 

ナレッジ・エコシステム ある地域における，大学や研究機関を中心とした，組織間の暗黙知

のフローや，人材の流動性による，イノベーションを創出する仕組

み 

出典: Scaringella and Radziwon (2018)を参考に筆者により加筆・改編 26 

創薬エコシステム
「スタートアップを中心に、研究開発、臨床試験、承認申請、上市、収益確保、投資の循環がうまく回り、革新
的な医薬品が継続的に生み出されて成長を促すとともに患者が恩恵を受けれられる経済・社会・学術環境。
多様なステークホルダ (スタートアップ企業、ベンチャー・キャピタル、製薬企業、大学・研究機関、製造・試験
受託企業、政府（規制当局含む)、医療者、患者)が経済合理性に基づいて連携する仕組み。

図表: 牧兼充(2025)より転載

(出典: 「NIKKEI 創薬エコシステムサミット:主催者パネルセッション 6 日本版創薬エコシステムの構築へ向けて」にて紹介されたものを牧兼充により改編)



P  α
WIP x p(TS) x V

CT x C
Steven Paul, et al. Nature Reviews 2010 (9); 203-214

生産性

開発品目数 成功確率 価値＝薬価ｘアクセス

開発期間 コスト

我が国の創薬力を向上させるには：

• スタートアップの参入により開発品目数を増やす
• 創薬エコシステムの構築により成功確率を上げる
• AIの導入などにより時間とコストを短縮する

湘南アイパーク藤本氏提供の資料を改編



提言2:
大手企業の

スタートアップ連携の促進
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図11　被買収企業の特性と買収額分布
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出所：各社プレスリリース、Evaluate Pharma をもとに作成

図12　買収により獲得した品目の特徴
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出所：各社プレスリリース、Evaluate Pharma をもとに作成

出典: 医薬産業政策研究所: 「国内製薬企業の研究開発における共創-日本の大手製薬企業と創薬ベンチャーの外部提携動向からの示唆-」
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調査方法
　国内製薬企業10社（アステラス製薬、エーザイ、
大塚ホールディングス、小野薬品工業、協和キリ
ン、住友ファーマ、第一三共、武田薬品工業、田
辺三菱製薬、中外製薬）６）の2012～2021年の10年
間に、各社ウェブサイトで公表されたプレスリ
リースを調査対象とした（対象期間内のプレスリ
リースが一部未掲載の企業が存在する。付録 表１
参照）。
　各社のプレスリリースは2022年10～12月に参照
した。医療用医薬品や再生医療等製品等（後発医
薬品、バイオシミラーを除く）の品目や技術に関
わる共同研究開発等の研究・開発での提携、共同
販促を含む市販後の提携に関連するプレスリリー
スを抽出した。将来のビジネスに関連する取り組
みを調査するため、プレスリリース時点から取り
組み始めた案件について集計し、提携による開発
品目の開発状況・承認取得等に関するプレスリ
リースは除外した。提携条件変更、提携期間延長
等、同一提携先との複数回にわたるプレスリリー
スがある場合、当該案件の重み付けを図る目的で

重複してカウントした。
　プレスリリース件数を提携数としてカウントし
ており、調査対象企業間の提携で双方からプレス
リリースが公表されている場合は重複してカウン
トした。提携先の国籍や分類を分析する際には、
単一の提携案件で複数の外部組織と提携している
場合、複数カウントした。なお、提携先との受委
託契約、ならびに同一グループ会社間の提携は除
外した。提携先の企業情報、提携品目に関する情
報等がプレスリリースに記載されていない場合、
Evaluate Pharma のデータおよび各社のプレスリ
リース以外の公表情報を参照した。

国内製薬企業の外部提携数、企業買収件数推移
　国内製薬企業10社の2012～2021年における外部
提携数の推移、ならびに企業買収件数の推移を
図１に示す。企業買収については、１件の買収案
件で多数の品目を獲得する等、ライセンス契約や
共同開発といった外部提携と性質が異なることか
ら、外部提携には含まず別途カウントした。
　外部提携については、開発フェーズを、基礎研

６）日本製薬工業協会 DATA BOOK 2022「大手製薬企業の規模と業績（21社／連結決算）（日本）」より、医薬品事業売上
高上位10社を抽出

図１　外部提携数、企業買収件数推移
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基礎研究

創薬スタートアップ: アカデミア発 & 大企業発

応用研究 開発 商業化

アカデミア・大学
産業界

スタートアップ

デスバレー
(資金的ギャップ)

ベンチャー・キャピタル
Exit

(IPO/
M&A)

スタートアップ

ベンチャー・キャピタル

アカデミア発

大企業発

AMED創薬
V-ECO補助金

「新設] 大企業カーブアウトを
対象とした創薬V-ECO補助金牧兼充作成 (2025.4.6)

大企業からの
カーブアウト

創薬エコシステム
発展支援事業

大学発医療系SU
支援プログラム

オープンイノベーション促進税制
研究開発税制



提言3:
Blended Capitalの高度化
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政府資金・民間投資を組み合わせた
Blended Capitalの高度化

11慶應義塾大学芦澤美智子氏の資料を参考に作成

世界のディープテックスタートアップにおいては、「Blended Capital（政府
調達・補助金、大企業との連携、民間 VC 投資の組み合わせ）」がスケー
ル化に寄与した事例が複数確認されています。日本においても、NEDO、
SBIR、JIC等がBlended Capital を担う制度として整備されていますが、さ
らなる発展が必要です。

日本成長戦略会議スタートアップ政策推進分科会
慶應義塾大学 芦澤美智子氏による資料の転載



モデルナの資金調達

12

作成: 芦澤・牧・吉田(2026)
公開資料、PitchBookなどのデータベースを活用して作成したが、必ずしも網羅的ではない可能性がある。



Blended Capitalの要点

• より大型のVC投資の誘発
• デュアルユースを前提とした政府の資金支援
•大手企業のCVC・直接投資による大型投資
•海外のフィランソロピー財団との連携
•国内のフィランソロピー財団の拡充
•大手企業によるM&Aの経済合理性の確保

•創薬・先端医療領域は、全17分野の中でもBlended Capitalが最も有
効に実現できる領域
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提言4:
官民共同の人材育成

14



製薬業界による契約学科制度の活用

• 高度専門人材の安定供給: 創薬、バイオインフォマティクス、製造等の即戦力人材を計画的に育成
• 基礎研究と実用化の直結: 企業ニーズを反映した研究テーマ設定でシーズ探索から開発までを加速 (トラン
スレーショナル人材)

• グローバル競争力の強化: 産学の知を融合し、日本の創薬力を国際水準へ引き上げる

15

参考: https://www8.cao.go.jp/cstp/daigaku/peaks/platform/shiryo2_251208.pdf

科学とビジネスが近接化する時代において、成長産業を創出するためには、イノベーションに不可欠な“知
の源泉”である大学等と産業界が連携し、研究成果の実装化・人材育成に取り組むことが重要である。 
本事業により、大学等と産業界が連携した大型の研究開発プロジェクト等を後押しし、産業界のコミットの
引き上げや大学改革等によって産学連携を次なるステージに進め、科学技術・資金・人材が集結・循環す
るイノベーション・エコシステムの形成を目指す。 
国家として重要な技術領域（①）や地域の産業特性を生かす技術領域（②）において、大学等が、企業から
大規模な投 資を呼び込み、スタートアップ創出等による事業化に向けて、施 設整備や人材育成を伴う研
究開発（最大３年間）を行う場 合の費用を一部補助する。



Ph.D. & MBA人材の拡充

• 科学とビジネスの橋渡し: 創薬は基礎研究から上市まで長い工程があり、科学的な深い知見（Ph.D.）と
事業戦略・経営判断力（MBA）の両方を備えた人材が、シーズを強力に社会実装へつなげる役割を果
たす。

• 研究テーマ選定の精度向上: 市場性やアンメットメディカルニーズを理解したうえで研究開発の方向性
を定められるため、成功確率の高いパイプライン構築が可能になる。

• 事業化スピードの加速: 技術の市場適合性を早期に見極め、開発段階ごとのGo/No-Go判断を的確に
行うことで、時間とコストの無駄を削減できる。

• 資金調達・アライアンス交渉力の強化: 投資家やパートナー企業に対し、科学的根拠とビジネスプラン
の双方を説得力をもって提示できるため、資金調達やライセンス交渉で優位に立てる。

• グローバル競争力の確保: 国際的な規制対応、海外企業との提携、グローバル市場への展開には、
科学と経営の両面でのリテラシーが不可欠であり、ハイブリッド人材がその推進力となる。

• エコシステム全体の底上げ: 大学院での分野横断型教育、産学連携プログラム、多様なキャリアパス
の整備を通じて、創薬に関わるステークホルダー全体の連携が強化される。

16



スター・サイエンティストの育成と可視化

•創薬エコシステムにおいては、「基礎研究」、「臨床研究(KOL)」それぞ
れの領域のスター・サイエンティストが重要。

• ２つの領域のスター・サイエンティストを可視化し、スター・サイエン
ティストを中核とした創薬エコシステムを推進することが必要である。

•未来のスター・サイエンティストの育成のために、契約学科制度を活
用することも必要。
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分野別ランキング

分野
スター人数
(全世界)

日本組織
所属スター

日本関連
スター

日本組織所属
スター割合

日本関連
スター割合

臨床医学 2608 54 160 2.25 6.13
生物学・生化学 1657 48 146 3.20 8.81
化学 1432 45 203 3.46 14.18
材料科学 1297 11 171 0.92 13.18
社会科学 1378 11 51 0.92 3.70
脳神経科学・行動科学 1352 19 88 1.58 6.51
免疫学 1150 55 109 5.00 9.48
微生物学 1276 28 68 2.80 5.33
動植物科学 1116 67 139 6.70 12.46
分子生物学・遺伝学 1104 41 108 4.10 9.78
地球科学 1015 11 76 1.22 7.49
精神科学・心理学 920 4 31 0.44 3.37
物理学 1003 62 199 6.89 19.84
薬理学・毒物学 849 18 56 2.25 6.60
環境科学・生態学 736 7 54 1.00 7.34
工学 761 3 44 0.43 5.78
農業科学 632 0 47 0.00 7.44
計算機科学 560 10 58 2.00 10.36
経済学・経営学 510 3 15 0.60 2.94
宇宙科学 446 16 62 4.00 13.90

日本組織所属ランキング
1. 物理学
2. 動植物科学
3. 免疫学
4. 分子生物学・遺伝学
5. 宇宙科学

日本関連ランキング
1. 物理学
2. 化学
3. 宇宙科学
4. 材料科学
5. 動植物科学

Waseda - Collective Souls: Star Scientist Cohort Dataset 2025 をベースに作成



提言5:
内閣官房レベルでの
継続的検討
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成長戦略としての創薬・先端医療

• 創薬・先端医療は、日本の基幹産業であるだけではなく、成長領域である。
• 健康寿命延伸は経済成長を牽引する: 国民の健康の促進は、全産業の
基盤として、日本の国際競争力向上のための前提と考えなくてはならな
い。

• 創薬は、全１７領域の中でも、ディープテックのスタートアップ育成の知見
が世界で蓄積されている領域である。

• 成長戦略なき、社会保障費の膨張は避けなくてはならない。
• 本WGの議論をベースに、内閣官房に設置されている「創薬力向上のた
めの官民協議会」との機動的な連携が必須である。
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創薬エコシステムの中で、どの果実を日本で回収するのか

•基礎研究からスタートアップの創出による投資リターン (VC)
•治験の日本での実施 (CRO、治験実施機関)
•製造の日本での実施 (CDMO)
•日本での販売

21



健康医療安全保障としての創薬・先端医療

• ドラッグラグ・ドラッグロスが発生する要因は複合的である。我が国の健康医
療安全保障構築の観点から、政府内におけるドラッグラグ・ドラッグロスを解

決するための司令塔機能が適切に発揮される必要があり、関係省庁の垣根

を超えた政府レベルの関与がなければ解決されない課題である。

• 具体的な薬価制度の改革については、 「特許期間中の薬価の維持」、「革新
的な医薬品における原価計算方式の見直し」、「長期収載品の段階的な薬価

引下げルール」などの論点を「グローバルなマーケットメカニズム」を前提とし

て再構築する必要がある。 「必要な医薬品へのアクセスなき国民皆保険制度

の維持」は本末転倒である。
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早稲田大学ビジネススクール

牧 兼充, Ph.D.
kanetaka@kanetaka-maki.org



参考情報
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スタートアップフレンドリー
スコアリング結果概要

2024年5月

一般社団法人 日本経済団体連合会

1

第2回（2023年度） 結果概要
B,3%

C,25%

D,58%

E,14% ◼ 配点1000点中、平均点は334.7点。
平均点、中央点ともに昨年よりわずかながら
上昇。（昨年：平均点332.3点、中央点319.6点）

◼ 今年度も総合評価Aをとる企業はなし
（本スコアリングが目指すスタートアップ
フレンドリーな大企業（総合評価A）とは、
グローバル水準で時価総額・
スタートアップとの連携がトップレベルの
企業（GAFAM等）を想定しているため）

2023年度回答企業のトップ10社

1 KDDI 6 TOPPANホールディングス
2 電通グループ 7 三菱UFJフィナンシャル・グループ
3 ディー・エヌ・エー 8 日本生命保険
4 BIPROGY 9 東京海上ホールディングス
5 三菱地所 10 ANAホールディングス

平均点：334.7点
中央点：320.8点

回答企業の
スコア内訳

出典: https://www.keidanren.or.jp/policy/StartUp/scoring-kigyo2023.pdf

スコアリングロジックと考え方のポイント

8（出所）スタートアップフレンドリースコアリング検討会資料

SU*1へのリソース提供
1

SU事業・人材の取込み
SUエコシステムへの事業・人材
の輩出（大企業の流動化促進）

2 3

スタートアップへのメリット
➢ 大企業からのリソース提供により、
成長速度が向上

大企業へのメリット
➢ SUと連携を行う中で、アイデア・技
術・ネットワーク等の発見が容易に

大企業からスタートアップへのヒト・
モノ・カネや、サービス導入機会、業務
提携などの提供

スタートアップへのメリット
➢ 大企業のアセットをフル活用した事
業展開が可能

➢ 創業者はEXITを経て、新たな挑戦
が可能

大企業へのメリット
➢ 未来の成長ドライバーとなりえる魅
力的な新規事業の種を活用可能に

スタートアップへのメリット
➢ 大企業の経営資源が流れ込み、
高い能力を持つ人材確保が可能

大企業へのメリット
➢ 経営資源の流動化に伴い、ビジネ
スの組み換えが行われ、「稼ぐ力」
を向上

大企業によるスタートアップのM&Aや、
経営人材のアクハイア*2

大企業から市場への事業や人材等の
輩出によるエコシステムの強化

スタートアップエコシステムの強化による、日本経済の活性化

日本経済の
活性化

スタート
アップ

大企業

日本経済の
活性化

スタート
アップ

大企業

日本経済の
活性化

スタート
アップ

大企業

*１：スタートアップ
*2：人材獲得を目的として行う企業買収

※各設問は、will(意思)、can（仕組み、制度）、do（成果）の
いずれかを聞く形で構成されています

第1回・第2回ともにご回答
IHI 旭化成 アシックス 味の素 アルー 岩田商会 エヌ・ティ・ティ・データ ENEOSホールディングス 奥村組 兼松 キヤ
ノン 紀陽銀行 共同印刷 グンゼ KDDI 小島プレス工業 コマツ コングレ 佐藤工業 サンフロンティア不動産 塩野義製
薬清水建設 スズキ 住友化学 住友金属鉱山 住友生命保険 住友電気工業 積水化学工業セブン＆アイ・ホール
ディングス セブン－イレブン・ジャパン 綜合警備保障 双日 SOMPOホールディングス 第一三共 第一生命ホール
ディングス 大成建設 大日本印刷大和証券グループ本社 田辺三菱製薬 中外製薬 中国電力 TIS ディー・エヌ・エー
TDK 帝人 東京海上ホールディングス 東洋製罐グループホールディングス 東レ戸田建設 TOPPANホールディング
ス 豊田通商 ニコン 日鉄ソリューションズ NIPPO 日本電気 日本生命保険 日本ゼネラルフード 日本パーカライジン
グ 農林中央金庫野村総合研究所 野村不動産ホールディングス 野村ホールディングス 博報堂 白鳳堂パナソニッ
クホールディングス BEENOS 東日本旅客鉄道 日立製作所 日立ハイテク BIPROGY 富士通 富士電機 プリマハム 
丸紅 みずほフィナンシャルグループ三井住友海上火災保険 三井住友フィナンシャルグループ 三井物産 三井不動
産三菱ガス化学 三菱地所 三菱電機 明治ホールディングス 森トラスト 矢崎総業ユニチカ 横浜銀行 リケン ほか

スタートアップフレンドリー
スコアリング結果概要

2024年5月

一般社団法人 日本経済団体連合会
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吉田晃宗・牧兼充 (2025)

日本の「医薬品」産業は、依然として最も高い利益率の産業。
ROEは平均より低い傾向にあり、投資を控えている様子。

製薬業界が日本の創薬エコシステムに投資を行う「経済合理性」を設計する必要がある。

出典: 東証(プライム・スタンダード・グロース)の連結決
算情報に基づいて筆者ら作成



Waseda - Collective Souls: Star Scientist Cohort Dataset 2025

• Clarivate Analytics社 Web of Science – 2014-2024に出版
• 2025年2月末時点での引用情報
• WoS Researcher ID単位でデータを集計し、Top10%論文数の順位が各
分野の抽出件数以内となる研究者を抽出

• 各分野ごとの抽出数は2023年のHCR研究者数をベースに約5倍

以下のデータセットと結合し、スター・サイエンティストの活動を多面的に把握

全20分野の中で、日本の組織に所属するスター・サイエンティストは513人

研究費獲得 特許
スタートアップ設立



創薬力構想会議から２年、確実に変化の兆しは見えている
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https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC036K90T00C26A3000000/




